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（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績 （％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
2026年３月期 2,370 5.2 △774 － △961 － △1,276 －

2025年３月期 2,253 △2.9 △208 － △228 － △276 －

（注）包括利益 2026年３月期 △1,276百万円 （－％） 2025年３月期 △276百万円 （－％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年３月期 △16.52 － △58.5 △33.3 △32.7

2025年３月期 △4.36 － △15.2 △9.3 △9.2

（参考）持分法投資損益 2026年３月期 △0百万円 2025年３月期 －百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
2026年３月期 2,526 1,905 75.4 23.05

2025年３月期 3,252 2,474 75.5 33.47

（参考）自己資本 2026年３月期 1,905百万円 2025年３月期 2,456百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円
2026年３月期 △435 △319 957 357
2025年３月期 △538 △525 914 154

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －

2026年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －

2027年３月期（予想） － 0.00 － 0.00 0.00 －

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 2,863 20.8 △213 － △223 － △246 － △2.97

１．2026年３月期の連結業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（２）連結財政状態

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）



①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年３月期 82,680,236株 2025年３月期 73,377,036株
②　期末自己株式数 2026年３月期 －株 2025年３月期 －株

③　期中平均株式数 2026年３月期 77,258,265株 2025年３月期 63,451,859株

（１）個別経営成績 （％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
2026年３月期 144 44.2 △122 － △1,200 － △1,532 －
2025年３月期 100 22.1 △109 － △171 － △182 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

円 銭 円 銭
2026年３月期 △19.84 －
2025年３月期 △2.87 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
2026年３月期 1,921 1,628 84.8 19.70
2025年３月期 2,492 2,453 97.7 33.19

（参考）自己資本 2026年３月期 1,628百万円 2025年３月期 2,435百万円

※　注記事項
（１）期中における連結範囲の重要な変更：有

新規　－社　（社名）、除外　1社　（社名）株式会社三和製作所

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
①　会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：無
②　①以外の会計方針の変更              ：無
③　会計上の見積りの変更                ：無
④　修正再表示                          ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要
１．2026年３月期の個別業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（２）個別財政状態

※　決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断
する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は
様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意
事項等については、添付資料Ｐ．７「１．経営成績等の概況 (4) 今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

(1) 当期の経営成績の概況

当連結会計年度における日本経済は、世界情勢の激変を受け、「外需主導から内需主導」へと構造的に変化した一

年となりました。期初においては、米国の保護主義的な関税政策により、自動車産業を中心に輸出が低迷し、景気後

退の懸念が高まりました。しかし、日米交渉を経て輸出が底打ちすると、深刻な労働力不足を背景とした省力化投資

やAI実装への設備投資が活発化し、内需が景気を下支えする形で緩やかな回復軌道へと回帰いたしました。

家計部門では、2025年春闘の賃上げによる所得効果が見られたものの、円安の再燃や2026年の中東地政学的リスク

に伴う原油高が直撃いたしました。この輸入インフレが実質購買力を抑制したため、個人消費は名目上堅調ながら

も、実質ベースでは物価高による「選別消費」が続き、回復の勢いは限定的なものに留まりました。

かかる経済環境において、当社グループでは、中期経営計画において『100年先も、人と地球に、美と健康を』を

企業ミッションとして取り組み、また社会貢献価値が高く、高収益が期待できる事業を早期に確立し、持続的な高成

長を実現していくこと当社グループの目標として掲げました。また中長期的スパンにおける企業価値の最大化を最優

先課題とし、その課題を実現するため、従来からの中核事業の再構築、そして成長が期待される事業領域への事業展

開を策定し、数値目標を設定いたしました。

当社グループの中核事業であるコスメ事業においては、従来の顧客に加え、新規顧客を獲得するため、従来からの

商品ラインナップに加え、オールシーズンの需要が見込まれる新ブランド『NOWL』シリーズをリリースし、当社グル

ープ商品の需要拡大を推進いたしました。かかる施策の結果、前連結会計年度と比較し、コスメ事業の売上高は

18.8％増加いたしました。しかしながら、新商品販売開始に伴う広告宣伝費並びに販売促進費などの販売費の先行投

資による売上拡大効果が、当初の想定を下回り、計画していた損益分岐点まで至らなかったことにより、収益面にお

いては、前連結会計年度と比較して、大幅に悪化することになりました。

もう一方の中核事業であるビューティ＆ウエルネス事業では、販売商品に占める自社ブランド商品の比率を高める

ことにより、収益性の向上を図るとともに、新たな販売チャネルとして、顧客へのダイレクト販売を開始いたしまし

た。しかしながら戦略商品と位置づけていた新商品の販売に時間を要したことによる機会損失の影響が大きく、売上

高は前連結会計年度を下回る結果となりました。費用面においては、新たな販売チャネルの拡大の推進に伴う広告宣

伝費や販売促進費等の販売費が増加したことから、販売費及び一般管理費が前連結会計年度比において、12.3％増加

し、結果的に前連結会計年度に計上していた営業利益は営業損失に転じました。

サスティナブル事業におきましては、微細藻類培養分野において、将来、商品化が期待できる新種の微細藻類の培

養や微細藻類を活用したウニの育成に成功いたしました。また、前連結会計年度に新たに開始した環境機器等販売に

ついては、メーカーからの納入遅延により売上計上は翌期に繰り延べとなりました。

一方、当社グループの成長戦略分野における主要事業である再生医療関連事業においては、細胞加工製品の将来的

な需要拡大に備え、新たに細胞培養加工施設を開所、事業免許の取得を完了し、本格的な生産を開始いたしました。

業績面においては、OEM売上における特需の影響により、売上高は前連結会計年度比27.8％増加いたしましたが、収

益性の高い原料売上の比率が低下したことから粗利率は低下いたしました。また販売費及び一般管理費が、細胞加工

施設の開所に伴う減価償却費の計上開始、さらに研究開発費や販売促進費の増大といった要因により増加したため、

営業損失は前連結会計年度比で拡大いたしました。

一方、当社グループが中期経営計画における新しい成長戦略分野のひとつとして2025年３月期に事業を開始したマ

ーケット・エクスパンション事業につきましては、同事業を担う株式会社RIDOSを設立し、事業目的を明確にするた

め社名を株式会社RIDO Stockに変更して事業を進めて参りました。しかしながら売上高の大部分を構成するイベント

事業が、実施上の問題からほぼ実施することができなかったことから、売上高は当初の予定を大幅に下回り、売上総

利益が人件費等の固定費をカバーすることができずに営業損失が拡大いたしました。当社グループでは、業績また今

後の事業見通しを慎重に検討した結果、当事業から撤退する方針を固め、2026年３月26日開催の取締役会において株

式会社RIDO Stockの解散及びに清算並びに当事業セグメントの廃止を決議いたしました。

また同じく成長戦略事業として開始したAI・テクノロジー事業につきましては、株式会社三和製作所と業務提携を

経て、2025年２月に株式交換により同社を完全子会社化して本格的な事業展開を開始いたしました。しかしながら、

同社の子会社化の前提となった開発中の製品の受注見込に大幅な遅延が発生し、当初の売上及び利益計画との大幅な

乖離が生じました。さらに今後の見通しに関して現状の市場環境及び引合い状況を再検討した結果、将来的にも受注

確度が充分ではないとの判断に至りました。また同社は今後も多額の研究開発費を要する状況にあり、今後、数年間

にわたり当社グループの連結業績並びにキャッシュ・フローにマイナス影響が生じることが予測されました。かかる

状況をふまえ、当社グループでは、同社の今後の成長を促すためには、外部資本による資本の充実を図ることが望ま

しいとの判断に至り、2026年３月30日開催の取締役会において、同社の株式を100％譲渡するとともにAI・テクノロ

ジー事業を廃止する決議を行いました。
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インベストメント事業につきましては、2025年３月期に取得した静岡県河津町に所在する不動産の地上権から継続

的な収益を得ておりますが、今後、収益不動産への投資及び開発事業を展開し、より収益力を高めていくため、2025

年５月に宅建取引業免許を取得いたしました。さらに新たな投資事業として、第１回無担保普通社債の発行及び第20

回新株予約権の行使により調達した資金により、暗号資産への投資を開始いたしました。

これらの企業活動の結果、当連結会計年度においては、売上高は2,370,253千円（前連結会計年度比116,513千円

増）、営業損失は774,046千円（前連結会計年度は208,368千円の営業損失）、経常損失は961,494千円（前連結会計

年度は228,919千円の経常損失）、親会社株主に帰属する当期純損失は1,276,638千円（前連結会計年度は276,771千

円の親会社株主に帰属する当期純損失）となりました。

また、セグメントの業績は次のとおりであります。

（コスメ事業）

当社グループの中核事業であるコスメ事業につきましては、前連結会計年度と比較し、売上高については、従来か

らのヒット商品である「EX:BEAUTE」冷感コスメシリーズが引き続き好調に推移し、なかでも「クールフィットカバー

パウダー」や新たに発売した「クールフィニッシングルース」が順調に販売数を伸ばしました。さらに2025年５月に

リリースした新ブランド「NOWL」シリーズ「レチノCアロマ クレンジング」の売上も加わった結果、売上高は前連結

会計年度と比較して18.8％増加いたしました。しかしながら上期の「レチノCアロマ クレンジング」販売プロモーシ

ョン開始遅延及びリピート使用が当初の想定値を下回ったことにより、売上予算比においては目標数値を下回る結果

となりました。費用面においては、人件費等の固定費は、前連結会計年度と比較しほぼ横ばいに推移いたしました。

一方、中長期な観点からロイヤルカスタマーの継続的増加を図り、LTV（顧客生涯価値）を高めるための戦略的マーケ

ティング施策として、広告費並びに販売促進費等の販売費については積極的な先行投資を行いました。しかしなが

ら、前述した理由により、今期中における売上高の拡大効果は、当初の想定を大幅に下回りました。他方、期中にお

いて、販売不振となった商材への販売費投下は中止いたしましたが、販売強化商材については、引き続き販売費の投

入を継続したことから、販売費及び一般管理費が増加し、営業損失は前連結会計年度比において、大幅に拡大いたし

ました。

以上の結果、コスメ事業については、売上高949,018千円（前連結会計年度比150,305千円増）、営業損失247,891千

円（前連結会計年度は43,919千円の営業損失）となりました。

（ビューティ＆ウエルネス事業）

コスメ事業と並び当社グループの中核事業であるビューティ＆ウエルネス事業の売上高につきましては、前連結会

計年度に引き続き自社製品である「ジョグフット　歩トレパット」の販売は堅調に推移いたしましたが、戦略商品と

していた新商品の一部について、サプライチェーンにおける不測の事態の発生などの偶発的要因により発売に時間を

要し、販売機会を大きく喪失したことや、展開時期変更が、下半期以降においても影響したことなどの影響により、

売上高は前連結会計年度を下回る結果となりました。一方、費用面においては、今後の成長戦略事業と位置づけてい

るＤtoＣ事業に関わるシステム費用並びに広告宣伝費用、業務委託費の増加の影響により販売費及び一般管理費が増

加したことから、売上総利益が販売費及び一般管理費の支出を吸収できず、前連結会計年度の営業利益から営業損失

に転じました。

以上の結果、ビューティ＆ウエルネス事業については、売上高855,966千円（前連結会計年度比187,318千円減）、

営業損失82,330千円（前連結会計年度は42,034千円の営業利益）となりました。
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（サスティナブル事業）

サスティナブル事業につきましては、当セグメントの中核事業としている微細藻類事業においては、豊富な栄養・

健康成分を含み将来的に有力な商品化が期待できるスピルリナ（注１）や将来的に医薬品や化粧品原料として有望視

されているチノリモ（注２）の高濃度培養の実現化に成功するなど研究開発において、着実な進展がありました。

また前連結会計年度から新たに当事業セグメントとして加わった、環境機器等の販売については、販売を予定して

いた環境機器であるバイオコンポスター（注３）のメーカーからの納入が大幅に遅延したため、売上計上は、翌期に

繰り延べとなりました。

以上の結果、サスティナブル事業については、売上高7,943千円(前連結会計年度比14,192千円減）、営業損失

64,197千円（前連結会計年度は39,326千円の営業損失）となりました。

（注１）アルカリ性の湖沼などに生息するシアノバクテリアであり、人間の体内でビタミンAに変換されるβ-カロ

テンや抗酸化作用などを持つゼアキサンチンといったカロテノイドを多く含んでおり、サプリメントやお

菓子などの着色剤としても利用されております。

（注２）多糖類を分泌する海産の単細胞紅藻であり、医薬、化粧品用途の応用が期待されております。

（注３）菌を活用した食物残渣処理装置。外食産業、医療機関における廃棄物処理に活用が期待されております。

（再生医療関連事業）

再生医療関連事業につきましては、2025年４月８日に兵庫県尼崎市に新設した細胞培養加工施設が「特定細胞加工

物製造許可」を取得、今後の需要拡大に備えた本格的な稼働を開始いたしました。また再生医療分野において世界的

に著名な研究者との共同研究を開始するなど、将来的な事業展開のための準備を進めました。業績面においては、ヒ

ト由来化粧品原料事業、細胞加工事業、化粧品事業については、生産計画や新規取引先の開拓の遅れにより、当初計

画に対して、売上高の増加に伸び悩みが見られましたが、OEM事業において大型受注があったことから、売上高は前連

結会計年度比において、27.8％増加いたしました。しかしながら売上高全体においては、粗利率が高い原料売上の売

上比率が低下したことから、売上全体の粗利率は前連結会計年度よりも低下いたしました。費用面においては、細胞

培養加工施設の新設に伴い、減価償却費や消耗品費が増加した他、顧問料等が増加し販売費及び一般管理費全体では

前連結会計年度比で11.8％増加いたしました。そのため売上増加率と比例して粗利率が増加しなかったことから、販

売費及び一般管理費の増額分をカバーできず、営業損失は前連結会計年度よりも増加するに至りました。なお当連結

会計年度において、今後の中長期事業計画において、先行投資による営業赤字が見込まれることから、「固定資産の

減損に係る会計基準」に基づき、将来の回収可能性を慎重に検討した結果、自動細胞培養装置並びに尼崎施設等の固

定資産に関して、360,600千円を減損損失として計上いたしました。

以上の結果、再生医療関連事業については、売上高465,228千円（前連結会計年度比101,209千円増）、営業損失

53,644千円（前連結会計年度は38,277千円の営業損失）となりました。

（マーケット・エクスパンション事業）

マーケット・エクスパンション事業につきましては、前連結会計年度において、新たに株式会社RIDOSを設立、2025

年８月26日には、事業の方向性をより明確に表すため社名を株式会社株式会社RIDO Stockに変更し、SNSやライブ配信

プラットホームにて活動するライバーやタレントのマネジメントを行うとともに、その影響力を活用した商品やサー

ビスを効果的にプロモーションする「リアルライブ」や「ライブコマース」及び「インフルエンサー・マーケティン

グ」に特化した事業をすすめてまいりました。しかしながら、当事業の最大の収益源としていたイベント事業につき

ましては、当該業界特有の構造に起因する参入障壁の再評価や、市場実態に即した独自の商流構築が、当初の計画に

比して時間を要する状況となり、当初の事業計画と実際の事業運営の進捗との間の乖離が顕在化してまいりました。

加えて、当社グループの保有する経営資源と市場ニーズとの適合性に課題が生じたことで収益化が遅延し、結果とし

て、当初、予定していた投資回収に遅れが生じる結果となりました。以上の状況をふまえ、今後の事業環境及び当社

グループの経営資源を総合的に再検討した結果、現時点における事業基盤の下では、持続的な収益確保には、なお相

当な期間を要するものと予測されました。この状況について、現在、当社グループが取り組んでいる事業構造改革の

最優先課題である各社の早期黒字化という経営方針に照らし、経営資源をより収益性の高い分野へ集中させる投資効

率性の観点から、当事業の継続を断念し、撤退するという経営判断に至りました。これに伴い、当事業を担う株式会

社RIDO Stockの解散及び清算並びにマーケット・エクスパンション事業の廃止を2026年３月26日開催の取締役会にお

いて決議し、株式会社RIDO Stockは、2026年３月31日をもって解散いたしました。

以上の結果、マーケット・エクスパンション事業については、売上高1,942千円（前連結会計年度比5,655千円

減）、営業損失37,085千円（前連結会計年度は4,546千円の営業損失）となりました。
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（AI・テクノロジー事業）

AI・テクノロジー事業につきましては、2025年２月28日に株式会社三和製作所（以下、「三和製作所」という。）

を子会社化し、放射線測定装置並びに放射線非破壊検査装置の開発及び製造を中心とした本格的な事業展開を開始し

ました。

三和製作所は、高い技術力及び製品企画力を有しており、当社グループの成長を牽引する潜在的可能性を有してお

ります。基本合意締結以降、三和製作所の製品の開発進捗状況やクライアント、進行中案件の受注見込み時期及び新

規引き合い案件の精査も含めたモニタリングを実施してまいりました。その結果、子会社化の前提となった、子会社

化以前から取り組んでいる装置等の受注見通しに対し、現段階において大幅な遅延が生じており、売上・利益計画に

おいて大きな乖離が発生し、依然として多額の研究開発投資を継続的に要するフェーズにあり、今後数年間にわたり

当社グループの連結業績及びキャッシュ・フローにマイナスの影響を与える可能性が高いことから、当社グループに

おける他の事業との投資優先順位及び三和製作所に対する経営支援に要する負荷を検討した結果、三和製作所の持続

的な成長には、外部資本による経営管理及び資金管理体制の構築が最善であると判断し、2026年３月30日開催の取締

役会において三和製作所の株式を100％譲渡するとともにAI・テクノロジー事業を廃止することを決議いたしました。

また、当初の事業計画との大幅な乖離が発生したことから、同社が保有する固定資産について、「固定資産の減損

に係る会計基準」に基づき、160,980千円を減損損失として計上いたしました。

以上の結果、AI・テクノロジー事業については、売上高50,152千円（前連結会計年度比44,316千円増）、営業損失

166,884千円（前連結会計年度は10,571千円の営業損失）となりました。

（インベストメント事業）

インベストメント事業につきましては、前連結会計年度より事業を開始し、現在、静岡県河津町に所在する不動産

の地上権から発生する収益が主要なものとなっております。なお今後は、系統用蓄電池、データセンターやエネルギ

ー関連施設等の開発などについても事業を拡大していくこと検討しており、その事業展開にあたって、宅建取引業免

許を2025年５月16日に取得いたしました。さらに第１回無担保普通社債の発行及び第20回新株予約権の行使によって

調達した資金により、新たに暗号資産の投資運用を開始いたしました。

以上の結果、インベストメント事業については、売上高39,999千円（前連結会計年度比27,849千円増）、営業利益

37,695千円（前連結会計年度比25,545千円増）となりました。なお暗号資産運用損益については、営業外損益におい

て計上を行っております。
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(2) 当期の財政状態の概況

（流動資産）

当連結会計年度末における流動資産は1,834,820千円となり、前連結会計年度末に比べ294,563千円増加いたしまし

た。これは主に、預け金が179,083千円減少したものの、未収入金が243,638千円、現金及び預金が202,536千円それ

ぞれ増加したことによるものであります。

（固定資産）

当連結会計年度末における固定資産は692,089千円となり、前連結会計年度末に比べ1,019,941千円減少いたしまし

た。これは主に、建設仮勘定が524,032千円、のれんが241,056千円、建物及び構築物（純額）が181,284千円、機械

装置及び運搬具（純額）が127,572千円それぞれ減少したことによるものであります。

（流動負債）

当連結会計年度末における流動負債は610,214千円となり、前連結会計年度末に比べ52,385千円増加いたしまし

た。これは主に、１年内返済予定の長期借入金が41,786千円、支払手形及び買掛金が35,190千円それぞれ減少したも

のの、短期借入金が155,000千円増加したことによるものであります。

（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債は10,873千円となり、前連結会計年度末に比べ208,707千円減少いたしまし

た。これは主に、長期借入金が156,606千円、その他固定負債が39,462千円それぞれ減少したことによるものであり

ます。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産は1,905,821千円となり、前連結会計年度末に比べ569,056千円減少いたしまし

た。これは主に、新株予約権の行使により資本金が363,091千円、資本剰余金が363,091千円それぞれ増加したもの

の、親会社株主に帰属する当期純損失1,276,638千円を計上したことによるものであります。

この結果、自己資本比率75.4％（前連結会計年度末は75.5％）となりました。

(3) 当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ202,536千円増加し、357,200千円とな

りました。各キャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、435,483千円の支出（前連結会計年度は538,514千円の支

出）となりました。主な要因は、税金等調整前当期純損失の計上1,277,862千円、減損損失の計上720,512千円、貸倒

引当金の増加額137,912千円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、319,230千円の支出（前連結会計年度は525,282千円の支

出）となりました。主な要因は、暗号資産の取得による支出1,374,999千円、暗号資産の売却による収入1,181,531千

円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出55,835千円、有形固定資産の取得による支出55,449千円に

よるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、957,251千円の収入（前連結会計年度は914,000千円の収

入）となりました。主な要因は、新株予約権の行使による株式の発行による収入715,730千円、短期借入れによる収

入300,000千円によるものであります。
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（単位：百万円）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属

する当期純利益

2026年３月期 2,370 △774 △961 △1,276

2027年３月期 2,863 △213 △223 △246

増減率（％） 20.8 － － －

(4) 今後の見通し

当社グループは、2024年11月に公表いたしました中期経営計画に基づき、収益力強化による企業価値の向上に取り

組んでまいりました。しかしながら、2026年３月期の実績におきましては、結果的に計画値を大幅に下回る結果に至

りました。とりわけ各段階利益において創業以来最大の損失を計上するに至った事態につきましては、経営陣一同、

極めて厳粛に受け止めております。

今般の業績推移は、従来の経営改善策の限界を露呈するものであり、より抜本的な事業変革が急務であるとの認識

を深めております。当社グループでは、この危機的な状況を速やかに打開し、反転攻勢へ繋げるべく、現在、収益構

造を根底から再構築する事業構造改革案を柱とした「新中期経営計画」の策定に総力を挙げて取り組んでおります。

またこれと並行して、キャッシュ・フロー流失を最小限に食い止めるための施策を即時実行してまいります。これに

伴い2024年11月に公表いたしました現中期経営計画は、2026年５月13日付「中期経営計画取り下げに関するお知ら

せ」のとおり、取り下げいたしました。

次期連結会計年度の業績見通しにつきましては、現在、鋭意、進めております緊急収支改善策による効果を保守的

に見積もり、蓋然性の高い実現可能な水準として、以下のとおり策定いたしました。本予想値は、当社グループが反

転攻勢に転じるための再始動の起点と位置づけております。現在、策定中の「新中期経営計画」では、2026年６月以

降の公表を目指し、抜本的な事業構造改革を盛り込むとともに実効性を担保した具体的な数値目標と再成長へのロー

ドマップを明示してまいります。今後は、これら諸施策の早期浸透と徹底した遂行により、公表値を上回る業績の上

積みと企業価値の向上に向け、全社一丸となって邁進してまいります。

（将来に関する記述等についての注意点）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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(5) 継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、前連結会計年度において、営業損失208,368千円、親会社株主に帰属する当期純損失276,771千

円、営業活動によるキャッシュ・フローのマイナス538,514千円を計上し、当連結会計年度においても営業損失

774,046千円、親会社株主に帰属する当期純損失1,276,638千円、営業活動によるキャッシュ・フローのマイナス

435,483千円を計上したことから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しておりま

す。

しかしながら、当社グループは手元流動性を充分に確保しており、資金繰りに支障をきたす状況にはありません。

現在、この状況をより安定化、再成長へ軌道に復帰するために以下の抜本的な対策を強力に推進しております。

①　投資効率と成長性に基づく全社事業のポートフォリオの最適化

現在、策定しております『新中期経営計画』において、各事業領域の投資効率及び市場成長性を厳格に再評価し

ております。資本効率を最大化させるべく、高い収益性と成長ポテンシャルを有する事業に経営資源を集中投下す

る体制へと移行し、強固な収益基盤の再構築を図ってまいります。

②　既存の事業における低収益構造の抜本的改革

上記の事業ポートフォリオの見直しとともに、低収益事業についてはマーケティング戦略、商品開発、サプライ

チェーンから組織体制に至るまで多角的に分析し、コスト構造の聖域なき見直しを断行してまいります。改善効果

が早期に見込めない事業、プロジェクトについては、縮小及び撤退を迅速に決定、実行することで経営戦略におけ

る機動性を高め、キャッシュ・フローの早期正常化を確実にしてまいります。

③　コスメ事業及びビューティ＆ウエルネス事業領域における高付加価値戦略への転換

コスメ事業においては、ブランド価値の再定義と最適化されたメディアミックス戦略により、潜在顧客へのアプ

ローチを劇的に強化し、新規顧客層の飛躍的な拡大を図ります。また同時にＣＲＭ（顧客関係管理）の高度化を通

じてロイヤルカスタマーへの育成を促進し、新規獲得と継続利用が相互に循環する高収益なリピートビジネスモデ

ルを構築してまいります。一方、ビューティ＆ウエルネス事業においては、これまでの成功事例を背景とした独自

のマーケティング手法を深化させ、市場のトレンドを先取りする自社開発商品を連続投入いたします。機動的なブ

ランド戦略を展開することで、未開拓市場への浸透と既存顧客の深堀りを同時に実現し、グループ全体の持続的な

成長を牽引する柱へと進化させてまいります

④　再生医療関連事業における先端技術を活用した新商品の開発による収益の拡大

再生医療関連事業については、2025年６月25日における「RMDC、東京医科大学　落谷孝広教授と共同研究開始の

お知らせ」の開示のとおり、ヒト由来の原料を利用した化粧品をコスメ事業とのシナジー効果を最大限に活用し開

発をすすめ、収益拡大へとつなげてまいります。なお再生医療関連事業においては、将来的により市場の拡大が期

待できる細胞培養加工事業に注力していく予定となっております。

⑤　サスティナブル事業における選択と集中の断行及び環境ソリューションの展開の加速

サスティナブル事業においては、収益化に向けて一定の期間とさらなる先行投資が見込まれる「KAGIN0WA」プロ

ジェクトを事業再編の対象として検討してまいります。一方、微細藻類関連事業については、環境ソリューシとし

て事業展開のみならず、インテリア素材として用途など多角的なマーケティング戦略を推進いたします。あわせ

て、固定費の削減を徹底し、早期の収益化を目指します。環境機器等販売事業につきましては、サプライチェーン

における供給プロセスでの不整合が生じた影響により、当初計画に対して、一時的な停滞が生じましたが、現在、

供給元との連携を深め、クオリティコントロールの再強化と安定供給の再構築を最優先として進めております。こ

れらの正常化を速やかに完了させるとともに、新たな販売チャネルの開拓を通じて市場浸透を加速させ、今後、当

社グループの業績回復を牽引する事業へと成長させてまいります。

⑥　インベストメント事業による収益の安定化並びに多角的収益源の確保

当社グループは、2024年11月に実施した第三者割当増資において、静岡県河津町に所在する地上権付土地の現物

出資を受けました。以後、当社グループにおいては、この地上権から安定した収益を確保しております。また当社

グループでは、当連結会計年度から暗号資産による資金運用を開始いたしました。さらに今後は、再生可能エネル

ギー施設をはじめとした不動産物件の売買、仲介等についても事業範囲を拡大し、より収益源の多角化を図ってま

いります。

⑦　事業構造改革の断行と次世代収益基盤の戦略的開拓

不採算事業の整理、統合を迅速に完遂し、経営資源の最適化を推進する一方で、高い収益正と成長の蓋然性を有

する新規事業領域に対しては、積極的な投資を継続してまいります。投資にあたっては、当社グループの財務に与

えるインパクトのリスクを厳格に評価し、当社グループが有するリスク許容度の範囲において、資本リソースを重

点配分することで、中長期的な企業価値向上の源泉となる事業ポートフォリオへの転換を加速してまいります。

⑧　資本政策の最適化による財務基盤の再構築とリスクマネジメントの強化

当社グループは、2026年３月期における大幅な損失計上を受け、毀損した自己資本の復元と財務面における安全

性確保を最優先課題として認識しております。今後の長期的な事業継続及び反転攻勢に向けた成長投資を実現すべ

く、外部資金の活用も含めた機動的な資本政策の検討を開始いたしました。あわせて、事業遂行におけるリスク量

を多角的に定量評価する体制を構築し、自己資本に見合った適切なリスクコントロールを徹底することで、強靭か

つ持続可能な経営基盤の確立に邁進してまいります。

当社グループとしては、以上のような効果的な対策を講じていることから、継続企業の前提に関する重要な不確実

性は認められないものと判断しております。
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、国内の同業他社との比較可能性を確保するため、会計基準につきましては日本基準を適用しており

ます。
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 154,663 357,200

受取手形及び売掛金 233,472 137,865

商品及び製品 751,925 674,560

仕掛品 22,137 －

原材料及び貯蔵品 57,355 56,999

預け金 179,083 －

未収入金 587 244,225

前払金 104,417 141,294

短期貸付金 － 133,000

暗号資産 － 154,154

その他 39,596 69,475

貸倒引当金 △2,980 △133,955

流動資産合計 1,540,257 1,834,820

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 278,833 32,338

減価償却累計額 △96,011 △30,802

建物及び構築物（純額） 182,821 1,536

機械装置及び運搬具 260,130 29,852

減価償却累計額 △130,241 △27,536

機械装置及び運搬具（純額） 129,888 2,315

工具、器具及び備品 213,551 192,784

減価償却累計額 △176,473 △186,053

工具、器具及び備品（純額） 37,078 6,731

土地 551,097 499,999

建設仮勘定 524,032 －

有形固定資産合計 1,424,918 510,582

無形固定資産

のれん 241,056 －

ソフトウエア 6,209 4,664

その他 161 89

無形固定資産合計 247,428 4,753

投資その他の資産

関係会社株式 － 138,521

長期未収入金 132,741 141,939

敷金及び保証金 36,499 37,899

その他 16,334 330

貸倒引当金 △145,891 △141,939

投資その他の資産合計 39,684 176,752

固定資産合計 1,712,030 692,089

資産合計 3,252,288 2,526,909

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

- 10 -

パス株式会社(3840)　2026年3月期決算短信



(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 182,128 146,937

短期借入金 95,000 250,000

１年内返済予定の長期借入金 41,786 －

未払金 118,451 138,932

未払法人税等 6,958 8,071

契約負債 5,880 6,604

賞与引当金 17,180 17,065

資産除去債務 16,348 －

その他 74,095 42,603

流動負債合計 557,829 610,214

固定負債

長期借入金 156,606 －

繰延税金負債 12,823 －

資産除去債務 10,389 10,573

その他 39,762 300

固定負債合計 219,581 10,873

負債合計 777,410 621,088

純資産の部

株主資本

資本金 1,851,763 2,214,855

資本剰余金 2,912,688 3,275,780

利益剰余金 △2,308,176 △3,584,814

株主資本合計 2,456,275 1,905,821

新株予約権 18,601 －

純資産合計 2,474,877 1,905,821

負債純資産合計 3,252,288 2,526,909
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

売上高 2,253,739 2,370,253

売上原価 1,079,823 1,213,218

売上総利益 1,173,916 1,157,034

販売費及び一般管理費 1,382,284 1,931,080

営業損失（△） △208,368 △774,046

営業外収益

受取利息 93 231

為替差益 － 105

助成金収入 5,887 2,000

暗号資産売却益 － 17,548

その他 5,398 3,679

営業外収益合計 11,379 23,564

営業外費用

支払利息 2,934 6,786

持分法による投資損失 － 551

為替差損 11 －

株式交付費 28,726 8,130

暗号資産評価損 － 56,862

貸倒引当金繰入額 － 137,424

その他 258 1,258

営業外費用合計 31,930 211,013

経常損失（△） △228,919 △961,494

特別利益

固定資産売却益 － 1,542

子会社株式売却益 － 398,487

債務免除益 8,401 737

新株予約権戻入益 － 3,376

特別利益合計 8,401 404,144

特別損失

減損損失 11,023 720,512

移転費用 14,721 －

35周年記念費用 22,724 －

特別損失合計 48,468 720,512

税金等調整前当期純損失（△） △268,986 △1,277,862

法人税、住民税及び事業税 7,815 3,988

法人税等調整額 △30 △5,212

法人税等合計 7,784 △1,224

当期純損失（△） △276,771 △1,276,638

非支配株主に帰属する当期純利益 － －

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △276,771 △1,276,638

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

- 12 -

パス株式会社(3840)　2026年3月期決算短信



（単位：千円）

前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

当期純損失（△） △276,771 △1,276,638

包括利益 △276,771 △1,276,638

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △276,771 △1,276,638

非支配株主に係る包括利益 － －

（連結包括利益計算書）
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(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 1,134,606 2,090,726 △2,031,404 1,193,928

当期変動額

新株の発行 414,995 414,995 829,991

新株の発行
（新株予約権の行使）

302,160 302,160 604,321

株式交換による増加 104,805 104,805

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

△276,771 △276,771

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 717,156 821,962 △276,771 1,262,347

当期末残高 1,851,763 2,912,688 △2,308,176 2,456,275

新株予約権 純資産合計

当期首残高 6,707 1,200,635

当期変動額

新株の発行 829,991

新株の発行
（新株予約権の行使）

604,321

株式交換による増加 104,805

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

△276,771

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

11,894 11,894

当期変動額合計 11,894 1,274,241

当期末残高 18,601 2,474,877

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）
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(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 1,851,763 2,912,688 △2,308,176 2,456,275

当期変動額

新株の発行
（新株予約権の行使）

363,091 363,091 726,183

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

△1,276,638 △1,276,638

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 363,091 363,091 △1,276,638 △550,454

当期末残高 2,214,855 3,275,780 △3,584,814 1,905,821

新株予約権 純資産合計

当期首残高 18,601 2,474,877

当期変動額

新株の発行
（新株予約権の行使）

726,183

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

△1,276,638

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△18,601 △18,601

当期変動額合計 △18,601 △569,056

当期末残高 － 1,905,821

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純損失（△） △268,986 △1,277,862
減価償却費 16,709 63,546
減損損失 11,023 720,512
のれん償却額 28,296 59,342
貸倒引当金の増減額（△は減少） 96 137,912
賞与引当金の増減額（△は減少） △2,152 888
受取利息及び受取配当金 △98 △236
支払利息 2,934 6,786
持分法による投資損益（△は益） － 551
株式交付費 28,726 8,130
暗号資産売却損益（△は益） － △17,548
暗号資産評価損益（△は益） － 56,862
固定資産売却損益（△は益） － △1,542
子会社株式売却損益（△は益） － △398,487
債務免除益 △8,401 △737
新株予約権戻入益 － △3,376
売上債権の増減額（△は増加） 20,588 87,185
棚卸資産の増減額（△は増加） △13,969 99,280
仕入債務の増減額（△は減少） △93,939 △28,548
未収入金の増減額（△は増加） 1,350 86,309
未払金の増減額（△は減少） △1,088 7,994
前払金の増減額（△は増加） △87,715 △38,032
契約負債の増減額（△は減少） △9,649 723
その他 △147,221 8,380

小計 △523,495 △421,965

利息及び配当金の受取額 98 236
利息の支払額 △2,934 △6,786
法人税等の支払額 △12,182 △7,067
法人税等の還付額 － 99

営業活動によるキャッシュ・フロー △538,514 △435,483

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △519,397 △55,449
有形固定資産の売却による収入 － 1,900
無形固定資産の取得による支出 △3,500 △1,843
敷金及び保証金の差入による支出 △3,000 △10,000
敷金及び保証金の回収による収入 615 915
資産除去債務の履行による支出 － △5,300
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
支出

－ △55,835

暗号資産の取得による支出 － △1,374,999
暗号資産の売却による収入 － 1,181,531
その他 － △150

投資活動によるキャッシュ・フロー △525,282 △319,230

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 330,000 300,000
短期借入金の返済による支出 △3,488 △20,000
長期借入れによる収入 － 25,000
長期借入金の返済による支出 － △50,726
社債の発行による収入 － 487,500
社債の償還による支出 － △487,500
株式の発行による支出 △24,038 －
新株予約権の発行による収入 14,251 2,500
新株予約権の行使による株式の発行による収入 597,276 715,730
自己新株予約権の取得による支出 － △15,251

財務活動によるキャッシュ・フロー 914,000 957,251

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △149,796 202,536

現金及び現金同等物の期首残高 296,585 154,663
株式交換に伴う現金及び現金同等物の増加額 7,873 －

現金及び現金同等物の期末残高 154,663 357,200

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

（連結の範囲の重要な変更）

当連結会計年度において、当社の連結子会社であった株式会社三和製作所の全株式を売却したことに伴い、同社を

連結の範囲から除外しております。

（持分法適用の範囲の重要な変更）

当連結会計年度において、新たに株式の一部を取得した株式会社川南バイオマス発電所を持分法適用の範囲に含め

ております。

（セグメント情報等の注記）

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

「コスメ事業」は、連結子会社である株式会社マードゥレクスにおきまして、「エクスボーテEX:BEAUTE」ブラ

ンド化粧品を中心とした事業を展開しております。

「ビューティ＆ウエルネス事業」は、連結子会社である株式会社ジヴァスタジオにおきまして、「美と健康」を

キーワードとした商品の企画開発及びＴＶショッピングを中心にカタログ・Web・店頭販売まで幅広いチャネルに

よる事業を展開しております。

「再生医療関連事業」は、連結子会社である株式会社RMDCにおきまして、化粧品メーカー及び原料メーカー等に

ヒト由来化粧品原料の販売等を行っております。

「サスティナブル事業」は、連結子会社である株式会社アルヌールにおきまして、微細藻類の培養、研究開発、

微細藻類及びその抽出物の販売等を行っております。

「マーケット・エクスパンション事業」は、連結子会社である株式会社RIDO Stockにおきまして、SNSやライブ

配信プラットフォームにおいて活動するライバーやタレントのマネジメントを行い、その影響力を活用し、商品や

サービスを効果的にプロモーションする「リアルライブ」、「ライブコマース」や「インフルエンサー・マーケテ

ィング」に特化した事業並びに広告代理店業を行っております。

なお、2026年３月26日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社RIDO Stockの解散を決議し、

2026年３月31日付で、解散いたしました。なお、同社は現在清算手続中であります。

「インベストメント事業」は、当社におきまして、再生可能エネルギーの事業用地を中心とした不動産の取得、

賃貸及び仲介、再生エネルギー事業への出資、カーボンクレジット及びボランタリークレジットの創出、仕入及び

販売等を行っております。

「AI・テクノロジー事業」は、連結子会社である株式会社三和製作所におきまして、AIによる画像技術とロボテ

ックス技術を活用した産業機器の開発及び製造、放射能測定機器の開発及び製造、高放射能物質除去用機材の開発

及び製造を行っております。

なお、当連結会計年度において、2026年３月31日付で、当社の連結子会社であった株式会社三和製作所の全株式

を売却したことに伴い、同社を連結の範囲から除外しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失のその他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計方針に準拠

した方法であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び

振替高は市場実勢価格に基づいております。
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（単位：千円）

報告セグメント

調整額
（注）１

連結財務諸
表計上額
（注）２コスメ事業

ビューティ
＆ウエルネ

ス事業

再生医療関
連事業

サスティナ
ブル事業

マーケッ
ト・エクス
パンション

事業

インベスト
メント事業

AI・テクノ
ロジー事業

計

売上高

外部顧客への売上高 798,712 1,043,285 364,019 22,136 7,598 12,150 5,836 2,253,739 － 2,253,739

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － － － － －

計 798,712 1,043,285 364,019 22,136 7,598 12,150 5,836 2,253,739 － 2,253,739

セグメント利益又は

損失（△）
△43,919 42,034 △38,277 △39,326 △4,546 12,150 △10,571 △82,457 △125,910 △208,368

その他の項目

のれん償却額 － 10,733 14,252 － － － 3,310 28,296 － 28,296

減損損失 637 － 9,786 598 － － － 11,023 － 11,023

（単位：千円）

報告セグメント

調整額
（注）１

連結財務諸
表計上額
（注）２コスメ事業

ビューティ
＆ウエルネ

ス事業

再生医療関
連事業

サスティナ
ブル事業

マーケッ
ト・エクス
パンション

事業

インベスト
メント事業

AI・テクノ
ロジー事業

計

売上高

外部顧客への売上高 949,018 855,966 465,228 7,943 1,942 39,999 50,152 2,370,253 － 2,370,253

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － 23,312 － 50 － － 23,362 △23,362 －

計 949,018 855,966 488,541 7,943 1,992 39,999 50,152 2,393,616 △23,362 2,370,253

セグメント利益又は

損失（△）
△247,891 △82,330 △53,644 △64,197 △37,085 37,695 △166,884 △614,338 △159,707 △774,046

その他の項目

のれん償却額 － 5,366 14,252 － － － 39,723 59,342 － 59,342

減損損失 194 － 386,730 16,494 528 － 316,564 720,512 － 720,512

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額は、報告セグメントに帰属しない一般管理費及びセグメント間取引消去等に

よるものであります。

２．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

３．セグメント資産及び負債は、報告セグメントに資産及び負債を配分していないため開示しておりません。

当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額は、報告セグメントに帰属しない一般管理費及びセグメント間取引消去等に

よるものであります。

２．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

３．セグメント資産及び負債は、報告セグメントに資産及び負債を配分していないため開示しておりません。
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前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

１株当たり純資産額 33.47円 23.05円

１株当たり当期純損失（△） △4.36円 △16.52円

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純損失（△）

(千円)
△276,771 △1,276,638

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期

純損失（△）（千円）
△276,771 △1,276,638

期中平均株式数（株） 63,451,859 77,258,265

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要

第12回新株予約権

（新株予約権の数4,680個

（普通株式468,000株））

第13回新株予約権

（新株予約権の数5,600個

（普通株式560,000株））

第14回新株予約権

（新株予約権の数4,050個

（普通株式405,000株））

第15回新株予約権

（新株予約権の数1,800個

（普通株式180,000株））

第16回新株予約権

（新株予約権の数148,100個

（普通株式14,810,000株））

第17回新株予約権

（新株予約権の数20,000個

（普通株式2,000,000株））

第18回新株予約権

（新株予約権の数10,000個

（普通株式1,000,000株））

第19回新株予約権

（新株予約権の数122,426個

（普通株式12,242,600株））

－

（１株当たり情報の注記）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失である

ため記載しておりません。

２．１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
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(1) 借入先 株式会社サスティナ

(2) 借入金額 250,000千円

(3) 利率 年　3.0％（日割り計算）

(4) 借入実行日 2026年２月26日

(5) 返済期日 2026年８月25日

(6) 期限前返済日 2026年４月７日

(7) 返済方法 期日一括返済

(8) 担保等の有無 無

（重要な後発事象の注記）

（固定資産の取得中止及び新たな事業の開始時期の再延期）

当社は、2026年４月７日開催の取締役会において、2024年７月26日付「固定資産の取得に関するお知らせ」及び

「新たな事業の開始及び循環資源ホールディングス株式会社との業務提携契約締結に関するお知らせ」にて公表し、

2025年５月26日付で進捗状況（変更）を開示いたしました木質バイオマス発電施設の取得及び当該事業の開始につい

て、下記のとおり変更（取得の中止及び事業開始の再延期）を決定いたしました。

１．固定資産の取得中止（売買契約の合意解約）について

当社は、循環資源ホールディングス株式会社（以下「循環資源HD」という。）との間で締結しておりました木

質バイオマス発電施設の売買契約について、2026年４月７日付で合意解約することを決定いたしました。

(1) 取得を中止する資産の内容

・資産の内容：木質バイオマス発電施設（ゼロエミッションデトネーション発電システム）

・当初取得予定価格：718,300千円（消費税込）

(2) 中止の理由

本施設の製造において、地政学的な課題（中国によるレアアースの対日輸出規制等）の影響により、製造元

循環資源HDにおいて必要な部材（サマリウムコバルト磁石等）の調達見通しが立たない状況となりました。こ

れにより、2025年５月26日に公表した変更後の引渡予定日（2026年６月）の遵守も困難となり、納期が未定と

なったことから、循環資源HDより合意解約及び既払金の返還について申し入れを受け、当社はこれを承諾いた

しました。

(3) 支払済代金の回収について

本契約の解約に伴い、当社がこれまでに支払った着手金及び中間金の全額（484,055千円）については、循

環資源HDより全額返金を受けることで合意しております。

２．新たな事業（バイオマス発電事業）の開始時期の再延期について

前述のとおり、発電施設の取得を一旦中止することに伴い、2026年７月１日に予定しておりましたバイオマス

発電事業の開始時期を「未定」へと再延期し、事業計画の再精査を行います。

なお、循環資源HDとの間で締結した業務提携契約については、新型バイオマス発電炉及び付帯する独自の発電

設備の製造、運用保守等に関する技術支援や完成後のバイオマス発電炉及び付帯する発電装置の一切の独占販売

権等、引き続き継続いたします。同社が保有する新技術の独占提供及び販売権を活かし、部材調達のリスクを回

避できる代替仕様の検討や、新たな仕様に基づくサプライチェーンの構築に向けた協議を継続してまいります。

（借入金の期限前返済）

当社は、2026年４月７日開催の取締役会において、2026年２月26日付「資金の借入れに関するお知らせ」（以下

「原開示」という。）で公表いたしました株式会社サスティナからの借入金について、期限前返済を行うことを決議

し、同日付で返済いたしました。

１．期限前返済の内容

２．期限前返済の理由及び返済資金

当社は、原開示で公表しましたとおり、第１回無担保普通社債の償還及び新株予約権の取得資金に充てるた

め、大株主である株式会社サスティナより資金を借り入れておりましたが、2026年４月７日付「（開示事項の経

過）固定資産の取得中止及び新たな事業の開始時期の再延期に関するお知らせ」に公表しました循環資源ホール

ディングス株式会社との売買契約解除に伴う解約返還金により返済資金の目途が立ったことから、有利子負債の

削減による財務健全性の向上及び金利負担の軽減を図るため、当該借入金を全額期限前返済することといたしま

した。

- 20 -

パス株式会社(3840)　2026年3月期決算短信


